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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】
 

本日、半期報告書を提出いたしましたので、平成22年１月27日付で提出した有価証券届出書（以下「原届出

書」といいます。）の関係情報を新たな情報に訂正するため、また記載事項の一部訂正を行うため本訂正届

出書を提出いたします。

 

２【訂正の内容】
 

第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

１　ファンドの性格

２　投資方針

(1)　投資方針

 

原届出書の「第二部 ファンド情報 第１ ファンドの状況 ２ 投資方針 (1) 投資方針 (ロ) 投資態度

(ハ) 運用の特色」につきまして、下記の内容に訂正します。

 

＜訂正後＞

 

（ロ）投資態度
　当ファンドにおける投資態度は以下のとおりです。
　当ファンドのポートフォリオ・マネジャーは、委託会社のＪＦ運用本部に所属しており、またＪＦジャパ
ン・ポートフォリオ・グループ（以下「ＪＰＧ」といいます。）にも属します。ＪＰＧは「ＪＰモルガン

・アセット・マネジメント」グループ
＊
各社で横断的に、ＪＦ日本株式ストラテジーによる運用を行う

ポートフォリオ・マネジャーにより構成されます。
＊　ＪＰモルガン・チェース・アンド・カンパニーの傘下にあり、直接または間接的に資本関係のある運用会社を総称して
「ＪＰモルガン・アセット・マネジメント」グループという場合があります。委託会社は同グループの一員であり、同
社のＪＦ運用本部は、同グループの一員である海外の拠点に所属するＪＰＧのポートフォリオ・マネジャーと意見交
換し、各銘柄の調査・分析を行っております。

 
（なお、資金動向や市況動向により、次のような運用ができない場合もあります。）
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①　投資対象ユニバース
　　全ての上場銘柄を投資対象ユニバースとします。

 

②　調査・分析（リサーチ）
　　企業の調査においては経営陣との面談による調査を重視し、その会社の主要業務だけでなく、各部門の競
争力、商品開発、営業戦略など幅広い項目について質問します。
　　なお、ＲＥＩＴに関しては、その運用会社や投資法人の責任者に対して企業取材を行います。
　　企業に対する取材で得られた情報に基づき、将来の利益、利益率のトレンド、キャッシュフロー等を算出
し、様々な指標を用いて割安度の検討を行い、バランスシートの健全度や同業他社との比較や分析を行い
ます。
　　調査・分析は、ＪＦ運用本部に属する日本株担当のポートフォリオ・マネジャー全員が行います。また、
「ＪＰモルガン・アセット・マネジメント」グループの海外の拠点に所属するＪＰＧのポートフォリオ
・マネジャーも行い、その結果に基づいてＪＦ運用本部に属するポートフォリオ・マネジャーと意見交換
を行います。
 
●調査・分析の特徴
　　個々の銘柄について、経験豊富な複数のポートフォリオ・マネジャーにより多角的な調査・分析が行われ
ます。

 

 
●企業に対する取材を重視
　　ＪＦ運用本部は年間延べ約2,300件（2009年実績）の企業に対する取材を行い、その結果を総合的に分析
して、当ファンドの運用に反映させています。

 
●コア・カバレッジ
　　ＪＦ運用本部では、日本株について、市場全体の動向を的確に分析するため、重点調査対象銘柄としてコア
・カバレッジを活用します。コア・カバレッジは大型株式約250銘柄および小型株式約100銘柄で構成され
ます。原則、投資対象ユニバースの全ての業種から銘柄を選び、四半期毎に企業取材および銘柄レーティン

グ
＊１
の見直しを行います。

　　なお、コア・カバレッジはポートフォリオ構築の際の直接的な判断材料ではありません。当ファンドの
ポートフォリオ・マネジャーは、コア・カバレッジを含む全ての投資ユニバースに対する取材結果、銘柄

レーティングおよび戦略分類
＊２
をもとに最終的な投資判断を行います。

＊１　ＪＦ運用本部により各銘柄に付与されるレーティング（評価）のことです。各銘柄は１から５で評価され、レーティ
ング「１」は「大幅なアウトパフォームが期待できる銘柄」を意味し、それ以降数字が大きくなるにつれレーティ
ングは下がります。

＊２　詳しくは後記③をご参照ください。

 

③　戦略分類および銘柄レーティング
　　上記②の調査・分析の結果を踏まえ、各銘柄について戦略分類および銘柄レーティングが付与されます。
　　戦略分類および銘柄レーティングの定義ならびに決定プロセスは次のとおりです。
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●　戦略分類の定義
 

 
●　銘柄レーティングの定義
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●　戦略分類および銘柄レーティングの決定プロセス
 

 
④　モデル・ポートフォリオ
　　ＪＰＧは、委託会社においてモデル・ポートフォリオを作成します。ここでいうモデル・ポートフォリオ
は委託会社内のＪＰＧにおける投資アイデアを集約し、その方向性の指針を示すものであり、委託会社に
おいてＪＰＧ所属の各ポートフォリオ・マネジャーが随時参照しますが、実際の当ファンドのポートフォ
リオとは異なります。

 

⑤　ポートフォリオの構築

 

　　戦略分類および銘柄レーティングをもとに当ファンドのポートフォリオ・マネジャーが、当ファンドの

投資目標、リスク許容度および運用ガイドラインを考慮し、最終的な組入れ銘柄、および各銘柄の組入れ

比率を決定します。

　　実際の当ファンドのポートフォリオでは、市場環境、売買のタイミング、流動性等の理由により、レーティ

ング「１」銘柄の非保有や、レーティング「５」銘柄の保有が生じる場合があります。

 

（ハ）運用の特色
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①　徹底したボトムアップ・アプローチで銘柄を厳選します。
　　ボトムアップ・アプローチとは、経済等の予測・分析により投資対象銘柄を選別するのではなく、個別企
業の調査・分析から投資判断を下す運用手法です。
②　ポートフォリオ・マネジャー自身による徹底した企業調査を行います。
　　ポートフォリオ・マネジャーがアナリストを兼任しているため、企業に対する取材によって得られた情報
が直接、銘柄選択に反映されます。
③　企業に対する取材を重視しています。
　　ＪＦ運用本部では、年間延べ約2,300件（2009年実績）の企業に対する取材を行っています。なお、ＲＥＩ
Ｔに関しては、その運用会社や投資法人の責任者に対して企業取材を行います。
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(3)　運用体制

 

原届出書の「第二部 ファンド情報 第１ ファンドの状況 ２ 投資方針 (3) 運用体制」につきまして、下

記の内容に訂正します。

 

＜訂正後＞

 

　　当ファンドの運用体制は以下のとおりとなります。

 

 

＊１　運用に関わる諸会議を主催し、ＪＦ運用本部に所属するポートフォリオ・マネジャーを統括します。
＊２　「ＪＰモルガン・アセット・マネジメント」グループの一員である海外の拠点に所属しており、委託会社の所属では

ありません。

 
①ＪＦ運用本部は13名（2010年３月末現在）で構成されており、運用に関わる諸会議にて、銘柄レーティン
グ、資産配分、投資政策等、運用の基本方針を策定します。
②当ファンドのポートフォリオ・マネジャーは、運用に関わる諸会議の基本方針を踏まえ、運用計画を策定
しそれに基づき投資判断を行います。
③トレーディング部門は、当ファンドのポートフォリオ・マネジャーによる投資判断を受け、有価証券等の
売買を執行します。
④運用分析室において、ポートフォリオの分析および評価が行われ、運用部門から独立したインベストメン
ト・ダイレクターや、当ファンドのポートフォリオ・マネジャーにその情報を提供します。また、ポート
フォリオ分析室は、運用分析室からの情報を基に、必要に応じて更なる分析を行い、当ファンドのポート
フォリオ・マネジャーにその情報を提供します。
⑤運用部門から独立したリスク管理部門は、投資制限の遵守状況をモニターするなど運用状況の管理・監督
を行い、何らかの理由で特定のブローカーとの取引を制限する必要がある場合はその旨をトレーディング
部門に指示します。また、インベストメント・ダイレクターは、運用に関するリスクのチェックおよび投資
制限の管理を行います。
⑥運用部門から独立したコンプライアンス部門は、売買内容のチェック・法令遵守状況のモニタリングを行
います。

 
（注）上記の当ファンドの運用体制・組織名称は、2010年３月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

 

　委託会社では社内規程を定め、運用等にかかわる組織およびその組織の権限と責任を明らかにするととも

EDINET提出書類

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社(E06264)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 7/51



に、当ファンド固有の運用に関する社内ルールを定めています。

 

・委託会社による、受託会社に対する管理体制

　委託会社の事務管理部門において、日々の業務を通じ、受託会社の管理体制および知識・経験等を評価して

おります。また、必要に応じミーティングを行い、受託会社の業務の状況を確認しております。

 

４　手数料等及び税金

 

＜訂正前＞

(5)　課税上の取扱い

　　日本の居住者（法人を含みます。）である受益者に対する課税については、以下のような取扱いとなりま

す。

　　なお、税法が改正された場合には、以下の内容が変更になることがあります。以下の税制は平成21年11月末

現在のものです。

（以下略）

 

＜訂正後＞

 

(5)　課税上の取扱い

　　日本の居住者（法人を含みます。）である受益者に対する課税については、以下のような取扱いとなりま

す。

　　なお、税法が改正された場合には、以下の内容が変更になることがあります。以下の税制は平成22年５月末

現在適用されるものです。

（以下略）
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５　運用状況

 

原届出書の「第二部 ファンド情報 第１ ファンドの状況 ５ 運用状況（1）投資状況 および（3）運用実

績」につきまして、下記の内容に更新・訂正します。

 

＜更新・訂正後＞

 

(1)　投資状況

  （平成22年５月31日現在）

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率(％)

株式 日本 3,129,533,22099.74

現金・預金・その他の資産(負債控除後) － 8,287,271 0.26

合計(純資産総額)  3,137,820,491100.00
（注）投資比率とは、当ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。
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(3)　運用実績

①　純資産の推移

　　平成22年５月末日および同日前１年以内における各月末ならびに下記計算期間末の純資産の推移は次の

通りです。

期 年月日
純資産総額
（百万円）
（分配落）

純資産総額
（百万円）
（分配付）

１口当たり
純資産額
（円）
（分配落）

１口当たり
純資産額
（円）
（分配付）

１期 (平成12年10月30日)17,736 17,736 0.6169 0.6169

２期 (平成13年10月29日)11,270 11,270 0.4963 0.4963

３期 (平成14年10月28日) 7,695 7,695 0.4266 0.4266

４期 (平成15年10月28日) 7,813 7,813 0.5464 0.5464

５期 (平成16年10月28日) 6,952 6,952 0.6010 0.6010

６期 (平成17年10月28日) 7,564 7,564 0.8235 0.8235

７期 (平成18年10月30日) 7,265 7,265 0.9615 0.9615

８期 (平成19年10月29日) 5,926 5,926 0.9628 0.9628

９期 (平成20年10月28日) 2,555 2,555 0.4803 0.4803

10期 (平成21年10月28日) 3,558 3,558 0.8580 0.8580

 平成21年５月末日 3,419 － 0.7651 －

 平成21年６月末日 3,754 － 0.8551 －

 平成21年７月末日 3,787 － 0.8757 －

 平成21年８月末日 3,822 － 0.8957 －

 平成21年９月末日 3,691 － 0.8818 －

 平成21年10月末日 3,546 － 0.8561 －

 平成21年11月末日 3,111 － 0.7600 －

 平成21年12月末日 3,285 － 0.8135 －

 平成22年１月末日 3,237 － 0.8088 －

 平成22年２月末日 3,139 － 0.7943 －

 平成22年３月末日 3,409 － 0.8788 －

 平成22年４月末日 3,620 － 0.9463 －

 平成22年５月末日 3,137 － 0.8245 －
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②　分配の推移

期 １口当たり分配金（円）

１期 0.0000

２期 0.0000

３期 0.0000

４期 0.0000

５期 0.0000

６期 0.0000

７期 0.0000

８期 0.0000

９期 0.0000

10期 0.0000

11期(中間期) 0.0000

 

③　収益率の推移

期 収益率（％）

１期 △38.3

２期 △19.5

３期 △14.0

４期 28.1

５期 10.0

６期 37.0

７期 16.8

８期 0.1

９期 △50.1

10期 78.6

11期(中間期) 9.8
 
（注）収益率とは計算期間末の基準価額（分配付）か

ら当該計算期間の直前の計算期間末の基準価額

（分配落）（以下「前期末基準価額」といいま

す。）を控除した額を前期末基準価額で除したも

のです。
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第２【財務ハイライト情報】
 

＜訂正前＞

 

１．当ファンドの財務ハイライト情報は、有価証券届出書「第三部 ファンドの詳細情報」の「第４ ファン
ドの経理状況」の「１ 財務諸表」に記載している「(1) 貸借対照表」、「(2) 損益及び剰余金計算書」
ならびに「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第133号）第55条の５の規定により注
記されている事項（以下「重要な会計方針に係る事項に関する注記」といいます。）を抜粋して記載して
おります。

　　なお、財務ハイライト情報に記載している金額は、円単位で表示しております。

 

２．当ファンドは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第９期計算期間（平成19年10月30日
から平成20年10月28日まで）及び第10期計算期間（平成20年10月29日から平成21年10月28日まで）の財
務諸表について、あらた監査法人による監査を受けております。

 
（当該監査証明にかかる監査報告書は、有価証券届出書「第三部 ファンドの詳細情報」の「第４ ファンドの経理状況」に添
付しております。）

 

＜訂正後＞

 

１．当ファンドの財務ハイライト情報は、有価証券届出書「第三部 ファンドの詳細情報」の「第４ ファン
ドの経理状況」の「１ 財務諸表」に記載している「(1) 貸借対照表」、「(2) 損益及び剰余金計算書」
および「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第133号）第55条の５の規定により注記
されている事項（以下「重要な会計方針に係る事項に関する注記」といいます。）、ならびに有価証券届
出書「第三部 ファンドの詳細情報」の「第４ ファンドの経理状況」の「中間財務諸表」に記載してい
る「(1) 中間貸借対照表」、「(2) 中間損益及び剰余金計算書」および「重要な会計方針に係る事項に関
する注記」を抜粋して記載しております。

　　なお、財務ハイライト情報に記載している金額は、円単位で表示しております。

 

２．当ファンドは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第９期計算期間（平成19年10月30日
から平成20年10月28日まで）及び第10期計算期間（平成20年10月29日から平成21年10月28日まで）の財
務諸表について、あらた監査法人による監査を受けております。また、金融商品取引法第193条の２第１項
の規定に基づき、前中間計算期間（平成20年10月29日から平成21年４月28日まで）及び当中間計算期間
（平成21年10月29日から平成22年４月28日まで）の中間財務諸表について、あらた監査法人による中間監
査を受けております。

 
（当該監査証明にかかる監査報告書は、有価証券届出書「第三部 ファンドの詳細情報」の「第４ ファンドの経理状況」に添
付しております。）

 

原届出書の「第二部 ファンド情報 第２ 財務ハイライト情報」につきまして、下記の中間財務諸表に関

する事項を追加します。

 

＜追加＞
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中間財務諸表
【ＪＦ・Ｅ－フロンティア・オープン】
（１）【中間貸借対照表】

（単位：円）

前中間計算期間末
(平成21年４月28日現在)

当中間計算期間末
(平成22年４月28日現在)

資産の部

流動資産

コール・ローン 50,816,245 91,137,282

株式 2,912,505,550 3,564,213,270

未収入金 278,604,147 296,730,532

未収配当金 25,060,420 16,331,340

未収利息 69 124

流動資産合計 3,266,986,431 3,968,412,548

資産合計 3,266,986,431 3,968,412,548

負債の部

流動負債

未払金 221,087,363 330,398,831

未払解約金 4,583,056 4,425,990

未払受託者報酬 1,446,809 1,713,381

未払委託者報酬 21,702,052 25,700,574

その他未払費用 289,301 342,616

流動負債合計 249,108,581 362,581,392

負債合計 249,108,581 362,581,392

純資産の部

元本等

元本 ※1
 4,526,870,990

※1
 3,827,554,911

剰余金

中間剰余金又は中間欠損金（△） ※2
 △1,508,993,140

※2
 △221,723,755

（分配準備積立金） 112,224,586 128,024,564

元本等合計 3,017,877,850 3,605,831,156

純資産合計 3,017,877,850 3,605,831,156

負債純資産合計 3,266,986,431 3,968,412,548
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（２）【中間損益及び剰余金計算書】
（単位：円）

前中間計算期間
(自　平成20年10月29日
　至　平成21年４月28日)

当中間計算期間
(自　平成21年10月29日
　至　平成22年４月28日)

営業収益

受取配当金 27,459,660 20,697,244

受取利息 37,172 21,568

有価証券売買等損益 922,659,397 315,910,419

その他収益 415 74,962

営業収益合計 950,156,644 336,704,193

営業費用

受託者報酬 1,446,809 1,713,381

委託者報酬 21,702,052 25,700,574

その他費用 289,301 342,616

営業費用合計 23,438,162 27,756,571

営業利益 926,718,482 308,947,622

経常利益 926,718,482 308,947,622

中間純利益 926,718,482 308,947,622

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額又は一部解
約に伴う中間純損失金額の分配額（△）

83,714,753 △12,385,149

期首剰余金又は期首欠損金（△） △2,764,803,395 △589,005,484

剰余金増加額又は欠損金減少額 415,989,784 46,378,724

中間一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減
少額

415,989,784 46,378,724

剰余金減少額又は欠損金増加額 3,183,258 429,766

中間追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増
加額

3,183,258 429,766

分配金 － －

中間剰余金又は中間欠損金（△） △1,508,993,140 △221,723,755

　　次へ
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３　中間注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

区分

前中間計算期間

(自　平成20年10月29日

　至　平成21年４月28日)

当中間計算期間

(自　平成21年10月29日

　至　平成22年４月28日)

有価証券の評価基

準及び評価方法

株式

　移動平均法に基づき、以下のとおり原則として

時価で評価しております。

株式

　移動平均法に基づき、以下のとおり原則として

時価で評価しております。

 (1)金融商品取引所等に上場されている有価証

券

　金融商品取引所等に上場されている有価証

券は、原則として金融商品取引所等における

中間計算期間末日の最終相場（外貨建証券の

場合は中間計算期間末日において知りうる直

近の最終相場）で評価しております。

　中間計算期間末日に当該金融商品取引所等

の最終相場がない場合には、当該金融商品取

引所等における直近の日の最終相場で評価し

ておりますが、直近の日の最終相場によるこ

とが適当でないと認められた場合は、当該金

融商品取引所等における中間計算期間末日又

は直近の日の気配相場で評価しております。

(1)金融商品取引所等に上場されている有価証

券

　同左

 (2)金融商品取引所等に上場されていない有価

証券

　当該有価証券については、原則として、日本

証券業協会発表の売買参考統計値（平均

値）、金融機関の提示する価額（ただし、売気

配相場は使用しない）又は価格提供会社の提

供する価額のいずれかから入手した価額で評

価しております。

(2)金融商品取引所等に上場されていない有価

証券

　同左

 (3)時価が入手できなかった有価証券

　適正な評価額を入手できなかった場合又は

入手した評価額が時価と認定できない事由が

認められた場合は、委託会社が忠実義務に基

づいて合理的事由をもって時価と認めた価額

もしくは受託者と協議のうえ両者が合理的事

由をもって時価と認めた価額で評価しており

ます。

(3)時価が入手できなかった有価証券

　同左
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第三部【ファンドの詳細情報】

第４【ファンドの経理状況】

 

原届出書の「第三部 ファンドの詳細情報 第４ ファンドの経理状況」につきまして、下記の中間財務諸

表に関する事項を追加します。

 

＜追加＞

 

１．当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年
大蔵省令第38号）並びに同規則第38条の３及び第57条の２の規定により、前中間計算期間（平成20年10月
29日から平成21年４月28日まで）については、改正前の「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年
総理府令第133号）に基づき、当中間計算期間（平成21年10月29日から平成22年４月28日まで）について
は、改正後の「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第133号）に基づき作成しており
ます。
　なお、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

 
２．当ファンドは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前中間計算期間（平成20年10月29日
から平成21年４月28日まで）及び当中間計算期間（平成21年10月29日から平成22年４月28日まで）の中
間財務諸表について、あらた監査法人による中間監査を受けております。
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中間財務諸表
【ＪＦ・Ｅ－フロンティア・オープン】
（１）【中間貸借対照表】

（単位：円）

前中間計算期間末
(平成21年４月28日現在)

当中間計算期間末
(平成22年４月28日現在)

資産の部

流動資産

コール・ローン 50,816,245 91,137,282

株式 2,912,505,550 3,564,213,270

未収入金 278,604,147 296,730,532

未収配当金 25,060,420 16,331,340

未収利息 69 124

流動資産合計 3,266,986,431 3,968,412,548

資産合計 3,266,986,431 3,968,412,548

負債の部

流動負債

未払金 221,087,363 330,398,831

未払解約金 4,583,056 4,425,990

未払受託者報酬 1,446,809 1,713,381

未払委託者報酬 21,702,052 25,700,574

その他未払費用 289,301 342,616

流動負債合計 249,108,581 362,581,392

負債合計 249,108,581 362,581,392

純資産の部

元本等

元本 ※1
 4,526,870,990

※1
 3,827,554,911

剰余金

中間剰余金又は中間欠損金（△） ※2
 △1,508,993,140

※2
 △221,723,755

（分配準備積立金） 112,224,586 128,024,564

元本等合計 3,017,877,850 3,605,831,156

純資産合計 3,017,877,850 3,605,831,156

負債純資産合計 3,266,986,431 3,968,412,548
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（２）【中間損益及び剰余金計算書】
（単位：円）

前中間計算期間
(自　平成20年10月29日
　至　平成21年４月28日)

当中間計算期間
(自　平成21年10月29日
　至　平成22年４月28日)

営業収益

受取配当金 27,459,660 20,697,244

受取利息 37,172 21,568

有価証券売買等損益 922,659,397 315,910,419

その他収益 415 74,962

営業収益合計 950,156,644 336,704,193

営業費用

受託者報酬 1,446,809 1,713,381

委託者報酬 21,702,052 25,700,574

その他費用 289,301 342,616

営業費用合計 23,438,162 27,756,571

営業利益 926,718,482 308,947,622

経常利益 926,718,482 308,947,622

中間純利益 926,718,482 308,947,622

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額又は一部解
約に伴う中間純損失金額の分配額（△）

83,714,753 △12,385,149

期首剰余金又は期首欠損金（△） △2,764,803,395 △589,005,484

剰余金増加額又は欠損金減少額 415,989,784 46,378,724

中間一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減
少額

415,989,784 46,378,724

剰余金減少額又は欠損金増加額 3,183,258 429,766

中間追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増
加額

3,183,258 429,766

分配金 － －

中間剰余金又は中間欠損金（△） △1,508,993,140 △221,723,755

　　次へ
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（３）中間注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

区分

前中間計算期間

(自　平成20年10月29日

　至　平成21年４月28日)

当中間計算期間

(自　平成21年10月29日

　至　平成22年４月28日)

有価証券の評価基

準及び評価方法

株式

　移動平均法に基づき、以下のとおり原則として

時価で評価しております。

株式

　移動平均法に基づき、以下のとおり原則として

時価で評価しております。

 (1)金融商品取引所等に上場されている有価証

券

　金融商品取引所等に上場されている有価証

券は、原則として金融商品取引所等における

中間計算期間末日の最終相場（外貨建証券の

場合は中間計算期間末日において知りうる直

近の最終相場）で評価しております。

　中間計算期間末日に当該金融商品取引所等

の最終相場がない場合には、当該金融商品取

引所等における直近の日の最終相場で評価し

ておりますが、直近の日の最終相場によるこ

とが適当でないと認められた場合は、当該金

融商品取引所等における中間計算期間末日又

は直近の日の気配相場で評価しております。

(1)金融商品取引所等に上場されている有価証

券

　同左

 (2)金融商品取引所等に上場されていない有価

証券

　当該有価証券については、原則として、日本

証券業協会発表の売買参考統計値（平均

値）、金融機関の提示する価額（ただし、売気

配相場は使用しない）又は価格提供会社の提

供する価額のいずれかから入手した価額で評

価しております。

(2)金融商品取引所等に上場されていない有価

証券

　同左

 (3)時価が入手できなかった有価証券

　適正な評価額を入手できなかった場合又は

入手した評価額が時価と認定できない事由が

認められた場合は、委託会社が忠実義務に基

づいて合理的事由をもって時価と認めた価額

もしくは受託者と協議のうえ両者が合理的事

由をもって時価と認めた価額で評価しており

ます。

(3)時価が入手できなかった有価証券

　同左
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（中間貸借対照表に関する注記）

区分
前中間計算期間末

(平成21年４月28日現在)

当中間計算期間末

(平成22年４月28日現在)

※１信託財産に係る期首元本額、期中追加設

定元本額及び期中解約元本額
  

期首元本額 5,319,845,201円 4,147,960,038円

期中追加設定元本額 7,130,132円 2,296,494円

期中一部解約元本額 800,104,343円 322,701,621円

※２元本の欠損 中間貸借対照表上の純資産額が元

本総額を下回っており、その差額

は1,508,993,140円であります。

中間貸借対照表上の純資産額が元

本総額を下回っており、その差額

は221,723,755円であります。

※３中間計算期間末日における受益権の総数 4,526,870,990口 3,827,554,911口

 
（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）
　該当事項はありません。
 
（デリバティブ取引等に関する注記）
　該当事項はありません。
 
（１口当たり情報に関する注記）

区分
前中間計算期間末

(平成21年４月28日現在)

当中間計算期間末

(平成22年４月28日現在)

１口当たりの純資産額 0.6667円 0.9421円

(１万口当たりの純資産額) (6,667円) (9,421円)
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第５【設定及び解約の実績】

 

原届出書の「第三部 ファンドの詳細情報 第５ 設定及び解約の実績」につきまして、下記の内容に更新

・訂正します。

 

＜更新・訂正後＞

 

　　下記計算期間中の設定および解約の実績ならびに当該計算期間末の残存口数は次の通りです。

期 設定口数（口） 解約口数（口） 残存口数（口）

１期 42,916,672,72614,163,670,00028,753,002,726

２期 1,419,534,2607,463,726,63222,708,810,354

３期 109,420,3254,780,247,02718,037,983,652

４期 48,880,787 3,786,930,63714,299,933,802

５期 39,008,543 2,771,132,43111,567,809,914

６期 6,016,930 2,387,106,9079,186,719,937

７期 213,032,4911,843,570,1307,556,182,298

８期 570,279,8591,970,582,1156,155,880,042

９期 2,289,174 838,324,0155,319,845,201

10期 16,143,927 1,188,029,0904,147,960,038

11期(中間期) 2,296,494 322,701,6213,827,554,911

（注１）第１期の設定口数には、当初申込期間中の設定口数を含みます。
（注２）設定口数、解約口数は、全て本邦内におけるものです。
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第四部【特別情報】

第１【委託会社等の概況】

 

原届出書の「第四部 特別情報 第１ 委託会社等の概況 １ 委託会社等の概況および２ 事業の内容及び営

業の概況」につきまして、下記の内容に更新・訂正します。

 

＜更新・訂正後＞

 

１　委託会社等の概況

①　資本金の額（半期報告書提出日現在）
資本金の額 2,218百万円
会社が発行する株式の総数 70,000株
発行済株式総数 56,265株

 

②　会社の意思決定機構
　　取締役会は、会社の業務執行上重要な事項を決定し、その決議は、取締役の過半数が出席し、その出席取締
役の過半数をもって行われます。
　　取締役は、株主総会において選任され、任期は選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関
する定時株主総会の終結の時までとします。増員により、または補欠として選任された取締役の任期は、他
の在任取締役の任期の満了する時までとします。
　　また、リスク管理上の重要な事項（法令上取締役会の決議事項とされているものを除きます。）を決議ま
たは審議することについて、取締役会の委嘱を受けた機関として、リスク・コミッティーを設置していま
す。

 

③　投資運用の意思決定機構

（イ）ＪＦ運用本部
 

 

①　ＪＦ運用本部は、ＪＦストラテジーまたは行動ファイナンス・ストラテジーに基づいた運用を行います。
②　ＪＦ運用本部では、運用業務遂行上必要と認められる諸会議を開催します。各会議にて、ＪＦストラテ
ジーまたは行動ファイナンス・ストラテジーに基づいた国内外株式、その他資産の運用戦略の方向性を
決定します。

③　ＪＦジャパン・ポートフォリオ・グループは、ＪＦ日本株式ストラテジーに基づき主に国内株式の運用
戦略の方向性を決定し、その内容を自らの投資判断に利用します。

④　行動ファイナンス・グループは、行動ファイナンス・ストラテジーに基づき主に国内外の株式の運用戦
略の方向性を決定し、その内容を自らの投資判断に利用します。

⑤　グローバル・エクイティーズ・チームは、「ＪＰモルガン・アセット・マネジメント」グループの各
ポートフォリオ・マネジャーと交換した情報を参考に外国株式の投資判断を行います。

⑥　クライアント・ポートフォリオ・マネジメント・チームは、ＪＦ運用本部の国内株式運用や海外関係会
社に運用を委託しているＪＦストラテジーによる外国株式運用について、関係各部署と連携し、顧客、投
資家、販売会社およびコンサルタント会社への商品内容説明、販売支援、新商品の企画立案等に関する事
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項を行います。
⑦　エクイティ・トレーディング本部は、上記③・④のグループによる投資判断を受け、主に国内の株式の売
買を執行します。

⑧　ポートフォリオ分析室は、運用実績の分析を行い、上記③・④・⑥のグループ等にその結果を提供しま
す。

 

（ロ）ＪＰＭ運用本部

 

 
 
①　ＪＰＭ運用本部は、国内株式・国内外の債券についてＪＰＭストラテジーに基づいた運用を行う投資調
査部、株式運用部および債券運用部から構成されます。

②　投資調査部に所属するアナリストはＪＰＭストラテジーに基づき主に国内株式の分析を行い、その結果
に基づき各銘柄に評価を付します。同部に所属するエコノミストは、マクロ経済の観点からアナリスト
の調査・分析の基となる情報の提供を行います。

③　株式運用部に所属するポートフォリオ・マネジャーは、投資調査部のアナリストとの議論を通じて、上記
②の評価を検証の上、投資判断を行い、主に国内株式のポートフォリオの構築を行います。

④　債券運用部では、国内外の債券の運用業務遂行上必要と認められる諸会議を開催し、運用戦略の方向性を
決定します。その決定内容を自らの投資判断に利用し、国内外の債券のポートフォリオを決定します。ま
た国内外の債券の売買を執行します。

⑤　エクイティ・トレーディング本部は、株式運用部所属のポートフォリオ・マネジャーの投資判断を受け、
主に国内株式の売買を執行します。

 

（注）上記(イ)および(ロ)の意思決定機構・組織名称等は、平成22年６月末現在のものですが、平成22年８
月1日付けにて上記(イ)を一部変更の予定で、変更後は以下のとおりとなる予定です。なお、それ以降
も、変更となる場合があります。
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＜平成22年８月1日以降の(イ)ＪＦ運用本部の意思決定機構図＞
（イ）ＪＦ運用本部

 

 

①　ＪＦ運用本部は、ＪＦストラテジーまたは行動ファイナンス・ストラテジーに基づいた運用を行います。
②　ＪＦ運用本部では、運用業務遂行上必要と認められる諸会議を開催します。各会議にて、ＪＦストラテ
ジーまたは行動ファイナンス・ストラテジーに基づいた国内外株式、その他資産の運用戦略の方向性を
決定します。

③　ＪＦジャパン・チームは、ＪＦ日本株式ストラテジーに基づき主に国内株式の運用戦略の方向性を決定
し、その内容を自らの投資判断に利用します。

④　行動ファイナンス・グループは、行動ファイナンス・ストラテジーに基づき主に国内外の株式の運用戦
略の方向性を決定し、その内容を自らの投資判断に利用します。

⑤　グローバル・エクイティーズ・チームは、「ＪＰモルガン・アセット・マネジメント」グループの各
ポートフォリオ・マネジャーと交換した情報を参考に外国株式の投資判断を行います。

⑥　クライアント・ポートフォリオ・マネジメント・チームは、ＪＦ運用本部の国内株式運用や海外関係会
社に運用を委託しているＪＦストラテジーによる外国株式運用について、関係各部署と連携し、顧客、投
資家、販売会社およびコンサルタント会社への商品内容説明、販売支援、新商品の企画立案等に関する事
項を行います。

⑦　エクイティ・トレーディング本部は、上記③・④のチーム等による投資判断を受け、主に国内の株式の売
買を執行します。

⑧　ポートフォリオ分析室は、運用実績の分析を行い、上記③・④・⑥のチーム等にその結果を提供します。

 

２　事業の内容及び営業の概況

　投資信託及び投資法人に関する法律に定める投資信託委託会社として、証券投資信託の設定を行うととも
に、金融商品取引法に定める金融商品取引業者として当該証券投資信託および投資一任契約に基づき委託さ
れた資産の運用（投資運用業）を行っています。また金融商品取引法に定める下記の業務を行っています。
・　投資助言・代理業
・　有価証券の募集もしくは売出しの取扱いまたは私募の取扱いに関する第一種金融商品取引業
・　有価証券の募集もしくは売出しの取扱いまたは私募の取扱い、および証券投資信託の募集または私募に
関する第二種金融商品取引業

 
　平成22年５月末現在、委託会社が設定・運用している追加型証券投資信託は122本、単位型証券投資信託は
１本、親投資信託は55本を数え、販売は100社余りの金融商品取引業者（第一種金融商品取引業を行う者）お
よび登録金融機関を通じて行っています。運用している証券投資信託の合計純資産総額は13,765億円（ただ
し、親投資信託を除きます。）です。
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３【委託会社等の経理状況】

原届出書の第四部　特別情報　第１　委託会社等の概況　３　委託会社等の経理状況につきましては、下記の内

容に更新・訂正されます。

＜更新・訂正後＞

１．委託会社であるJPモルガン・アセット・マネジメント株式会社（以下「当社」という。）の財務諸表

は、第19期事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）については、改正前の「財務諸表

等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規則」とい

う。）並びに同規則第２条の規定により、改正前の「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年

内閣府令第52号。以下「金融商品取引業等に関する内閣府令」という。）に基づいて、第20期事業年度

（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）については、改正後の「財務諸表等規則」並びに同規

則第２条の規定により、改正後の「金融商品取引業等に関する内閣府令」に基づいて作成しておりま

す。

　なお、財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

２．当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第19期事業年度（平成20年４月１日から

平成21年３月31日まで）の財務諸表及び第20期事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日ま

で）の財務諸表について、あらた監査法人により監査を受けております。
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（１）【貸借対照表】

  
第19期

（平成21年３月31日）
第20期

（平成22年３月31日）

資産の部

区分
注記
番号

内訳 金額 構成比 内訳 金額 構成比

  (千円) (千円) (％) (千円) (千円) (％)

流動資産        

現金及び預金   13,273,564  4,432,272 

有価証券   －   6,701,185 

立替金   2,912   －  

前払費用   25,590  21,348 

未収入金   81,394  41,787 

未収委託者報酬   1,449,280  2,340,184 

未収収益   1,679,413  1,855,404 

未収還付法人税等   347,915  314,077 

繰延税金資産   565,915  414,964 

その他   97,879  139,989 

流動資産計   17,523,86587.2  16,261,21490.7

固定資産        

投資その他の資産   2,582,346  1,667,855 

投資有価証券  1,639,519   1,001,180   

敷金保証金  79,401   70,387   

繰延税金資産  843,805   562,869   

その他  19,619   33,419   

固定資産計   2,582,34612.8  1,667,8559.3

資産合計   20,106,212100.0  17,929,069100.0
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第19期

（平成21年３月31日）
第20期

（平成22年３月31日）

負債の部

区分
注記
番号

内訳 金額 構成比 内訳 金額 構成比

  (千円) (千円) (％) (千円) (千円) (％)

流動負債        

預り金   227,241  158,136 

未払金   1,473,824  2,568,492 

未払収益分配金  1,999   1,430   

未払償還金  22,246   20,556   

未払手数料  521,491   965,710   

その他未払金  928,087   1,580,796   

未払費用   1,213,341  1,574,533 

未払法人税等   14,482  －  

賞与引当金   1,115,766  494,529 

役員賞与引当金   66,080  －  

その他   －   52,624 

流動負債計   4,110,73620.5  4,848,31627.0

固定負債        

長期未払金   3,471   －  

賞与引当金   1,200,522  884,554 

役員賞与引当金   177,812  85,246 

退職給付引当金   294,701  447,183 

固定負債計   1,676,5078.2  1,416,9857.9

負債合計   5,787,24428.7  6,265,30134.9
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第19期

（平成21年３月31日）
第20期

（平成22年３月31日）

純資産の部

区分
注記
番号

内訳 金額 構成比 内訳 金額 構成比

  (千円) (千円) (％) (千円) (千円) (％)

株主資本        

資本金   2,218,00011.0  2,218,00012.4

資本剰余金   1,000,0005.0  1,000,0005.6

資本準備金  1,000,000   1,000,000   

利益剰余金   11,338,59756.4  8,424,68647.0

利益準備金  33,676   33,676   

その他利益剰余金        

繰越利益剰余金  11,304,921  8,391,009   

株主資本計   14,556,59772.4  11,642,68665.0

評価・換算差額等        

その他有価証券評価差額金   △237,629△1.1  21,0810.1

評価・換算差額等計   △237,629△1.1  21,0810.1

純資産合計   14,318,96771.3  11,663,76865.1

負債・純資産合計   20,106,212100.0  17,929,069100.0
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（２）【損益計算書】

  
第19期

（自平成20年４月１日
至平成21年３月31日）

第20期
（自平成21年４月１日
至平成22年３月31日）

区分
注記
番号

内訳 金額 百分比 内訳 金額 百分比

  (千円) (千円) (％) (千円) (千円) (％)

営業収益        

委託者報酬   15,781,383  14,034,721 

運用受託報酬   9,028,193  7,439,849 

その他営業収益   240,511  580,102 

営業収益計   25,050,087100.0  22,054,673100.0

営業費用        

支払手数料   5,986,412  5,582,113 

広告宣伝費   166,611  132,236 

調査費   5,395,927  4,769,376 

委託調査費  5,079,552   4,410,491   

調査費  290,580   344,634   

図書費  25,793   14,250   

委託計算費   373,679  335,638 

営業雑経費   388,946  334,860 

通信費  44,786   38,521   

印刷費  308,992   264,352   

協会費  29,547   27,634   

諸会費  5,620   4,352   

営業費用計   12,311,57749.1  11,154,22650.6
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第19期

（自平成20年４月１日
至平成21年３月31日）

第20期
（自平成21年４月１日
至平成22年３月31日）

区分
注記
番号

内訳 金額 百分比 内訳 金額 百分比

  (千円) (千円) (％) (千円) (千円) (％)

一般管理費        

給料   5,399,518  6,015,273 

役員報酬  159,032   124,543   

給料・手当  3,021,451   3,268,995   

賞与  1,002,858   1,218,577   

賞与引当金繰入額  957,374   1,151,159   

役員賞与  116,524   102,253   

役員賞与引当金繰入額  70,031   29,075   

その他の報酬  72,247   120,668   

福利厚生費   360,063  403,474 

交際費   48,650   40,926  

寄付金   15,685   23,157  

旅費交通費   173,409  136,000 

租税公課   68,074   67,296  

不動産賃借料   812,982  961,375 

退職給付費用   199,742  257,598 

退職金   210,774  50,768  

消耗器具備品費   117,591  113,857 

事務委託費   165,407  294,061 

関係会社付替費用   2,909,618  2,037,675 

諸経費   150,136  137,426 

一般管理費計   10,631,65642.5  10,538,89247.8

営業利益   2,106,8538.4  361,5551.6
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第19期

（自平成20年４月１日
至平成21年３月31日）

第20期
（自平成21年４月１日
至平成22年３月31日）

区分
注記
番号

内訳 金額 百分比 内訳 金額 百分比

  (千円) (千円) (％) (千円) (千円) (％)

営業外収益        

受取配当金  4,089   1,480   

投資有価証券売却益  12,155   148,708   

為替差益  －   176,041   

その他営業外収益  14,993   11,644   

営業外収益計   31,2380.1  337,8741.5

営業外費用        

為替差損  232,044   －   

投資有価証券売却損  50,453   193,920   

デリバティブ損失  －   32,039   

デリバティブ評価損  －   52,624   

その他営業外費用  37,008   22,453   

営業外費用計   319,5061.3  301,0371.4

経常利益   1,818,5857.2  398,3921.7

特別利益        

前期損益修正益  15,546   －   

特別利益計   15,5460.1  － －

特別損失        

投資有価証券評価損  1,260,823   －   

ゴルフ会員権評価損  16,296   －   

特別損失計   1,277,1195.1  － －

税引前当期純利益   557,0132.2  398,3921.7

法人税、住民税及び事業税   667,6962.7  57,9060.2

法人税等調整額   △306,338△1.2  254,3971.1

当期純利益   195,6550.7  86,0880.4
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（３）【株主資本等変動計算書】

  （単位：千円）

 
第19期

（自平成20年４月１日
至平成21年３月31日）

第20期
（自平成21年４月１日
至平成22年３月31日）

株主資本   
資本金   
前期末残高 2,218,000 2,218,000
当期末残高 2,218,000 2,218,000
資本剰余金   
資本準備金   
前期末残高 1,000,000 1,000,000
当期末残高 1,000,000 1,000,000

利益剰余金   
利益準備金   
前期末残高 33,676 33,676
当期末残高 33,676 33,676

その他利益剰余金   
繰越利益剰余金   
前期末残高 11,109,265 11,304,921
当期変動額   
剰余金の配当 － △3,000,000
当期純利益 195,655 86,088
当期変動額合計 195,655 △2,913,911
当期末残高 11,304,921 8,391,009

株主資本合計   
前期末残高 14,360,942 14,556,597
当期変動額   
剰余金の配当 － △3,000,000
当期純利益 195,655 86,088
当期変動額合計 195,655 △2,913,911
当期末残高 14,556,597 11,642,686

評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金   
前期末残高 △436,018 △237,629
当期変動額   
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 198,390 258,711
当期変動額合計 198,390 258,711
当期末残高 △237,629 21,081
評価・換算差額等合計   
前期末残高 △436,018 △237,629
当期変動額   
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 198,390 258,711
当期変動額合計 198,390 258,711
当期末残高 △237,629 21,081

純資産合計   
前期末残高 13,924,923 14,318,967
当期変動額   
剰余金の配当 － △3,000,000
当期純利益 195,655 86,088
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 198,390 258,711
当期変動額合計 394,045 △2,655,199
当期末残高 14,318,967 11,663,768
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重要な会計方針

項目
第19期

（自平成20年４月１日
至平成21年３月31日）

第20期
（自平成21年４月１日
至平成22年３月31日）

１．有価証券の評価基準

及び評価方法

その他有価証券

　時価のあるもの

　期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。

その他有価証券

　時価のあるもの

同左

 － 　時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用し

ております。

２．デリバティブ等の評

価基準及び評価方法

－ デリバティブ

　時価法を採用しております。

３．引当金の計上基準 (1)賞与引当金 (1)賞与引当金

 　従業員に対する賞与の支給、及び

親会社の運営する株式報酬制度に

係る将来の費用負担に備えるため、

当事業年度に帰属する額を計上し

ております。

同左

 (2)役員賞与引当金 (2)役員賞与引当金

 　役員に対する親会社の運営する株

式報酬制度に係る将来の費用負担

に備えるため、当事業年度に帰属す

る額を計上しております。

同左

 (3)退職給付引当金 (3)退職給付引当金

 　従業員に対する退職給付に備える

ため、当事業年度末における退職給

付債務に基づき退職給付引当金を

計上しております。

　過去勤務債務については、その発

生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（８年）

による定額法により、発生した事業

年度から費用処理しております。

　数理計算上の差異は、その発生時

における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（８年）によ

る定額法により按分額を、それぞれ

発生した翌事業年度から費用処理

することとしております。

同左

４．その他財務諸表作成

のための基本となる

重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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表示方法の変更

第19期
（自平成20年４月１日
至平成21年３月31日）

第20期
（自平成21年４月１日
至平成22年３月31日）

（損益計算書） （損益計算書）

１．前事業年度において「投資顧問料」として表

示しておりましたものは、当事業年度から「運

用受託報酬」として計上しております。

－

２．前事業年度において「有価証券売却益」とし

て表示しておりましたものは、当事業年度から

「投資有価証券売却益」として計上しておりま

す。

－

３．前事業年度まで区分掲記しておりました「分

配金・償還金時効」（当事業年度492千円）は、

営業外収益の100分の10以下のため、営業外収益

の「その他営業外収益」に含めて表示しており

ます。

－

４．前事業年度まで区分掲記しておりました「業

法上の負担額」（当事業年度21,581千円）は、

営業外費用の100分の10以下のため、営業外費用

の「その他営業外費用」に含めて表示しており

ます。

－

 

注記事項

（貸借対照表関係）

第19期
（平成21年３月31日）

第20期
（平成22年３月31日）

該当事項はありません。 同左

 

（損益計算書関係）

第19期
（自平成20年４月１日
至平成21年３月31日）

第20期
（自平成21年４月１日
至平成22年３月31日）

該当事項はありません。 同左
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（株主資本等変動計算書関係）

第19期（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 56,265 － － 56,265

合計 56,265 － － 56,265

 

第20期（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 56,265 － － 56,265

合計 56,265 － － 56,265

 

２．配当に関する事項

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年７月30日
臨時株主総会

普通株式 3,000,00053,319平成21年７月31日平成21年８月５日

 

（リース取引関係）

第19期
（自平成20年４月１日
至平成21年３月31日）

第20期
（自平成21年４月１日
至平成22年３月31日）

該当事項はありません。 同左
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（金融商品関係）

（追加情報）

　当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融商

品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しており

ます。

(1)金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　一時的な余資は主に流動性の高い公社債投資信託で運用しております。

　自社が設定する投資信託について、その設定時に運用上十分な信託財産があることが見込めない場合

に、「シードキャピタル」として当該投資信託を自己資金により取得することがあります。なお、シード

キャピタルとして取得した当該投資信託の価格変動リスクを軽減する目的で先物取引を行うことがあ

りますが、投機的なデリバティブ取引は行わない方針であります。

 

②　金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権のうち、自社が設定・運用する投資信託から受領する未収委託者報酬、及び未収収益のうち国

内年金基金等から受領する債権については信託銀行によって分別管理されているため一般債権とは異

なり、信用リスクはほとんどないと認識しております。海外関係会社に対する未収収益は未払費用と部

分的に相殺され、信用リスクが軽減されております。また、外貨建て債権の未収収益については為替の変

動リスクに晒されておりますが、外貨建て債務と部分的に相殺され、為替変動リスクが軽減されており

ます。

　営業債務である未払金は基本的に３ヶ月以内の支払い期日であり、未払手数料、及び未払費用について

はそのほとんどが６ヶ月以内の支払い期日であります。一部外貨建てのものについては、為替の変動リ

スクに晒されておりますが、上述の通り外貨建て債権と部分的に相殺され、リスクが軽減されておりま

す。

　有価証券は、預金と同様の性質を有する流動性の高い公社債投資信託であり、市場リスクはほとんどな

いと認識しております。

　投資有価証券は、上述のシードキャピタルであり、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、株価

指数先物取引を行うことにより価格変動リスクの軽減を図っております。

　デリバティブ取引は、シードキャピタルの市場価格変動リスクの軽減を目的とした株価指数先物取引

であります。

 

③　金融商品に係るリスク管理体制

（ⅰ）信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　営業債権のうち、海外関係会社に対する未収収益は担当部署が各関係会社ごとに期日及び残高を

定期的に管理し、回収懸念の早期把握を図っております。

（ⅱ）市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　外貨建ての営業債権債務のうち、大半を占める米国ドル建ての債権債務に対しての為替変動リス

クについては担当部署が月次でモニタリングしており、債権もしくは債務の超過に対して米国ドル

建て預金と円建て預金との間で資金移動をして為替変動リスクの軽減に努めております。

　投資有価証券については、市場価格変動リスクの軽減を目的とした株価指数先物取引を行ってお

ります。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた管理規程に従い、担当部署が決済担

当者の承認を得て行っております。取引実績は、四半期ごとに取締役会に報告しております。

（ⅲ）資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくるリスク）の管理

　各部署からの報告に基づき担当部署が適宜資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の

維持などにより流動性リスクを管理しております。

 

(2)金融商品の時価等に関する事項
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①　平成22年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、質的重要性の高いデリバティブ取引を除き、金額的重要性が低いと判断するものは次表には含

めておりません。

   （単位：千円）

 貸借対照表計上額 時価 差額

(1)現金及び預金 4,432,2724,432,272 －

(2)有価証券 6,701,1856,701,185 －

(3)未収委託者報酬 2,340,1842,340,184 －

(4)未収収益 1,855,4041,855,404 －

(5)投資有価証券 1,001,1801,001,180 －

資産計 16,330,22716,330,227 －

(1)未払手数料 965,710 965,710 －

(2)未払金 1,580,7961,580,796 －

(3)未払費用 1,574,5331,574,533 －

(4)デリバティブ取引 52,624 52,624 －

負債計 4,173,6634,173,663 －

 

（注１）金融商品の時価算定方法

 

資産

(1)現金及び預金、(2)有価証券、(3)未収委託者報酬、及び(4)未収収益

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

(5)投資有価証券

　これらは投資信託であり、時価は市場価格に準ずるものとして合理的に算定された価額によっており

ます。

 

負債

(1)未払手数料、(2)未払金、及び(3)未払費用

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

(4)デリバティブ取引

　取引を行う取引所における最終の価格によっております。
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②　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を

採用することにより、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」に

おけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リ

スクを示すものではありません。

 

(3)金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

    （単位：千円）

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 4,432,272 － － －

未収委託者報酬 2,340,184 － － －

未収収益 1,855,404 － － －

合計 8,627,861 － － －
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（有価証券関係）

第19期（平成21年３月31日）

 

１．その他有価証券で時価のあるもの

   （単位：千円）

種類 取得原価 貸借対照表計上額 差額

その他    

投資信託 2,040,176 1,639,519 △400,656

 

２．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

  （単位：千円）

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

873,700 12,155 50,453

（注）当事業年度において、その他有価証券で時価のあるものについて1,260,823千円減損処理を行っており

ます。

 

第20期（平成22年３月31日）

 

１．その他有価証券

    （単位：千円）

 種類 貸借対照表計上額 取得原価 差額

貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの

その他    

投資信託 589,030 465,635 123,395

貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

その他    

投資信託 412,150 500,000 △87,850

合計 1,001,180 965,635 35,545

（注）有価証券（貸借対照表計上額　6,701,185千円）については預金と同様に扱っており、時価評価をしてい

ないため、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

２．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

   （単位：千円）

種類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

その他    

投資信託 1,029,329 148,708 193,920
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（デリバティブ取引関係）

 

第19期（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

 

第20期（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

株式関連

    （単位：千円）

区分 取引の種類 契約額等
契約額等のうち
１年超

時価 評価損益

市場取引
株価指数先物取引     

売建 807,576 － 860,200△52,624

（注）時価の算定方法

取引を行う取引所における最終の価格によっております。

 

（退職給付関係）

第19期
（自平成20年４月１日
至平成21年３月31日）

第20期
（自平成21年４月１日
至平成22年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要 １．採用している退職給付制度の概要

　当社は平成19年10月に、確定拠出型年金制度及

び、キャッシュバランス型年金制度を導入致し

ました。

同左

２．退職給付債務に関する事項 ２．退職給付債務に関する事項

　
（千円）

①　退職給付債務 299,861

②　年金資産 －

③　会計基準変更時差異 －

④　未認識過去勤務債務 32,435

⑤　未認識数理計算上の差異 △37,595

⑥　退職給付引当金

（①＋②＋③＋④＋⑤）
294,701

　

　
（千円）

①　退職給付債務 454,283

②　年金資産 －

③　会計基準変更時差異 －

④　未認識過去勤務債務 27,445

⑤　未認識数理計算上の差異 △34,545

⑥　退職給付引当金

（①＋②＋③＋④＋⑤）
447,183
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第19期
（自平成20年４月１日
至平成21年３月31日）

第20期
（自平成21年４月１日
至平成22年３月31日）

３．退職給付費用に関する事項 ３．退職給付費用に関する事項

　
（千円）

①　勤務費用（注１） 150,141

②　利息費用 1,691

③　過去勤務債務の費用処理額 △4,682

④　数理計算上の差異の費用処理
額

△850

⑤　確定拠出年金支払額 57,142

⑥　その他 △3,700

⑦　退職給付費用
（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥）

199,742

（注１）出向者分の費用は、上記金額に含ま

れておりません。

　
（千円）

①　勤務費用 175,146

②　利息費用 5,248

③　過去勤務債務の費用処理額 △4,990

④　数理計算上の差異の費用処理
額

4,591

⑤　確定拠出年金支払額 62,916

⑥　その他（注１） 14,687

⑦　退職給付費用
（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥）
（注２）

257,598

（注１）その他の金額は、主に当社への出向

者分の退職給付費用であります。

（注２）当社からの出向者分の退職給付費用

は、上記金額に含まれておりません。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　
①　退職給付見込額の期間配
分方法

期間定額方式

②　割引率 1.75％

③　過去勤務債務の額の処理
年数

８年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法により、発生した事

業年度から費用処理することとしておりま

す。）

④　数理計算上の差異の処理
年数

８年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法により、それぞれ発

生した翌事業年度から費用処理することとし

ております。）
　

　
①　退職給付見込額の期間配
分方法

期間定額方式

②　割引率 1.75％

③　過去勤務債務の額の処理
年数

８年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法により、発生した事

業年度から費用処理することとしておりま

す。）

④　数理計算上の差異の処理
年数

８年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法により、それぞれ発

生した翌事業年度から費用処理することとし

ております。）
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（ストック・オプション等関係）

第19期
（自平成20年４月１日
至平成21年３月31日）

第20期
（自平成21年４月１日
至平成22年３月31日）

該当事項はありません。 同左

 

（税効果会計関係）

第19期
（平成21年３月31日）

第20期
（平成22年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な

原因別の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な

原因別の内訳
　
（流動）  

繰延税金資産 （千円）

未払費用 104,851

賞与引当金 454,005

役員賞与引当金 26,888

その他 6,127

繰延税金資産小計 591,871

評価性引当額 △6,127

繰延税金資産合計 585,744

繰延税金負債  

未収事業税 19,828

繰延税金資産の純額 565,915
  

　
（流動）  

繰延税金資産 （千円）

未払費用 24,704

賞与引当金 201,224

繰越欠損金 201,624

その他 12,154

繰延税金資産小計 439,707

評価性引当額 △7,278

繰延税金資産合計 432,428

繰延税金負債  

未収事業税 17,463

繰延税金資産の純額 414,964
  

　
（固定）  

繰延税金資産 （千円）

賞与引当金 488,492

役員賞与引当金 72,351

退職給付引当金 119,913

その他 6,651

その他有価証券評価差額金 163,027

繰延税金資産小計 850,436

評価性引当額 △6,631

繰延税金資産合計 843,805

繰延税金資産の純額 843,805
  
　

　
（固定）  

繰延税金資産 （千円）

賞与引当金 359,925

役員賞与引当金 34,686

退職給付引当金 181,958

その他 7,391

繰延税金資産小計 583,963

評価性引当額 △6,630

繰延税金資産合計 577,332

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 14,463

繰延税金資産の純額 562,869
  
　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等

の負担率との間に重要な差異があるときの、

当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等

の負担率との間に重要な差異があるときの、

当該差異の原因となった主要な項目別の内訳
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法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入され
ない項目

18.7％

評価性引当額 2.3％

その他 3.2％

税効果会計適用後の法人税等の負
担率

64.9％

  
　

　
法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入され
ない項目

38.7％

その他 △1.0％

税効果会計適用後の法人税等の負
担率

78.4％
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（企業結合等関係）

第19期
（自平成20年４月１日
至平成21年３月31日）

第20期
（自平成21年４月１日
至平成22年３月31日）

共通支配下の取引等  

１．結合当事企業又は対象となった事業の名称及

び事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業

の名称並びに取引の目的を含む取引の概要

 

(1)対象となった事業の名称及びその事業の内

容

 

　JPモルガン信託銀行株式会社（現ニューヨー

クメロン信託銀行株式会社）の一部業務　（資

産運用業務ならびに投資信託受益権等の募集

の取扱い及び私募の取扱いに係る業務等）

 

(2)企業結合の法的形式  

　JPモルガン信託銀行株式会社（現ニューヨー

クメロン信託銀行株式会社）を事業譲渡会社、

当社を事業譲受会社とする事業譲渡

 

(3)結合後企業の名称  

　名称の変更はありません。  

(4)取引の目的を含む取引の概要  

　米国の銀行持株会社であるJPモルガン・

チェース・アンド・カンパニーのJPモルガン

・アセット・マネジメント・グループに属す

るJPモルガン信託銀行株式会社（現ニュー

ヨークメロン信託銀行株式会社）の資産運用

業務と当社の資産運用業務を統合することで、

顧客サービスのより一層の向上と経営資源の

有効活用が図れるものと考え、業務を譲り受け

ました。

 

 

 

 

－

事業譲受日  

平成20年５月31日　資産運用業務  

平成20年７月31日　投資信託受益権等の募集の

取扱い及び私募の取り扱

いに係る業務

 

譲り受けた資産負債の額  

資産の額　　857,471千円

　　　　　　（未収収益および未収入金）

 

負債の額　　45,339千円

　　　　　　（未払費用および未払金）

 

２．実施した会計処理の概要  

　本事業譲受は、「企業結合に係る会計基準」

（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び

「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針」（企業会計基準委員会　最終

改正平成20年５月13日　企業会計基準適用指針

第10号）に基づき、「共通支配下の取引」とし

て会計処理を行っております。
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（関連当事者情報）

第19期（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

（追加情報）

　当事業年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び

「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適

用しております。

　なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

 

１．関連当事者との取引

兄弟会社等

種類 会社等の名称 所在地
資本金又
は出資金

事業の
内容

議決権等
の所有
（被所
有）割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

同一の親
会社を持
つ会社

JPMorgan Asset
Management
(UK) Limited

125 London
Wall,
London, EC2Y
5AJ, England

24百万
ポンド

金融業 なし

海外または
国内における
投資の助言
または一任

調査費 1,959,309未払費用 298,734

同一の親
会社を持
つ会社

JF Asset
Management
Limited

19/F Chater
House, 8
Connaught
Road,
Central, HK

60百万
香港ドル

金融業 なし

海外または
国内における
投資の助言
または一任
役員の兼任

投資の助言
・一任
の受任

1,794,147未収収益 293,631

同一の親
会社を持
つ会社
（注２）

JPモルガン信託
銀行株式会社
（現ニューヨー
クメロン信託銀
行株式会社）
（注１）

東京都丸の内
二丁目７番３
号東京ビル
ディング
（注２）

40億円
（注２）

金融業
（注２）

なし
（注２）

資産運用業
務、投資信託
受益権等の
募集及び私募
の取扱い業務
（注３）

事業の譲
受

857,471
未収収益・
未収入金

－

45,339
未払費用・
未払金

－

（注１）平成21年３月１日をもって親会社の変更に伴い、関連当事者の範囲から除外されております。

（注２）関連当事者であった最終日である平成21年２月28日時点の状況を記載しております。

（注３）事業譲受日、平成20年５月31日、および平成20年７月31日時点の状況を記載しております。事業譲受

後、上記業務は行っておりません。

 

取引条件及び取引条件の決定方針等

(1)調査費に関しては、運用の再委託の一般的な手数料率を勘案し、協議の上、再委託契約を結んで行っており

ます。

(2)投資の助言・一任の受任に関しては、一般的な手数料率を勘案し、協議の上、受任契約を結んで行っており

ます。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

親会社情報

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント（アジア）インク（非上場）
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第20期（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

 

１．関連当事者との取引

兄弟会社等

種類 会社等の名称 所在地
資本金又
は出資金

事業の
内容

議決権等
の所有
（被所
有）割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

同一の親
会社を持
つ会社

JPMorgan Asset
Management
(UK) Limited

125 London
Wall,
London, EC2Y
5AJ, England

24百万
ポンド

金融業 なし

海外または
国内における
投資の助言
または一任

調査費 2,199,785未払費用 943,282

同一の親
会社を持
つ会社

JF Asset
Management
Limited

21/F Chater
House, 8
Connaught
Road,
Central, HK

60百万
香港ドル

金融業 なし

海外または
国内における
投資の助言
または一任
役員の兼任

投資の助
言・一任
の受任

940,650未収収益 205,555

（注１）取引金額および期末残高には、消費税等は含まれておりません。

（注２）取引条件及び取引条件の決定方針等

(1)調査費に関しては、運用の再委託の一般的な手数料率を勘案し、協議の上、再委託契約を結んで行って

おります。

(2)投資の助言・一任の受任に関しては、一般的な手数料率を勘案し、協議の上、受任契約を結んで行って

おります。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

親会社情報

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント（アジア）インク（非上場）

 

（１株当たり情報）

第19期
（自平成20年４月１日
至平成21年３月31日）

第20期
（自平成21年４月１日
至平成22年３月31日）

　

１株当たり純資産額 254,491円56銭

１株当たり当期純利益 3,477円38銭

　

　

１株当たり純資産額 207,300円59銭

１株当たり当期純利益 1,530円06銭

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

１株当たりの当期純利益の算定上の基礎 １株当たりの当期純利益の算定上の基礎

　

損益計算書上の当期純利益 195,655千円

普通株主に帰属しない金額 －

普通株式に係る当期純利益 195,655千円

普通株式の期中平均株式数 56,265株

　

　

損益計算書上の当期純利益 86,088千円

普通株主に帰属しない金額 －

普通株式に係る当期純利益 86,088千円

普通株式の期中平均株式数 56,265株
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第２【その他の関係法人の概況】

１　名称、資本金の額及び事業の内容

 

原届出書の「第四部 特別情報 第２ その他の関係法人の概況 １ 名称、資本金の額及び事業の内容」に

つきまして、以下のとおり更新・訂正します。

 

＜更新・訂正後＞

 

(1)　受託会社
①　名　　　称　　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
②　資本金の額　　324,279百万円（平成22年３月末現在）
③　事業の内容
　　銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営等に関する法律に基づき信託業務を営
んでいます。
　＜再信託受託会社の概要＞

名称 ：日本マスタートラスト信託銀行株式会社
業務の概要 ：銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営等に関

する法律に基づき信託業務を営んでいます。
再信託の目的 ：原信託契約にかかる信託事務の一部（信託財産の管理）を原信託受託会社

から再信託受託会社（日本マスタートラスト信託銀行株式会社）へ委託す
るため、原信託財産のすべてを再信託受託会社へ移管することを目的とし
ます。

 
(2)　販売会社

 名　　　称
資本金の額

（平成22年３月末現在）
事業の内容

１ 丸三証券株式会社 10,000百万円
金融商品取引法に定める
第一種金融商品取引業を
営んでいます。

２ 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 324,279百万円

銀行法に基づき銀行業を
営むとともに、金融機関
の信託業務の兼営等に関
する法律に基づき信託業
務を営んでいます。
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

 

  平成21年６月25日

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社  

 

 取　締　役　会　　御　中  

 

 あ　ら　た　監　査　法　人

 

 
指　定　社　員

業務執行社員

 

 
公認会計士 鶴田　光夫

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」に掲

げられているＪＦ・Ｅ－フロンティア・オープンの平成20年10月29日から平成21年４月28日までの中間計算期間の中

間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金計算書並びに中間注記表について中間監査を行った。この

中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のため

の合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ＪＦ・Ｅ－フロンティア・オープンの平成21年４月28日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する中間

計算期間（平成20年10月29日から平成21年４月28日まで）の損益の状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。

 

　ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計

士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

（※）１．上記は、当社が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途

保管しております。

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

 

　　次へ
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

 

  平成21年６月24日

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社  

 

 取　締　役　会　御　中  

 

 あ　ら　た　監　査　法　人

 

 
指　定　社　員

業務執行社員

 

 
公認会計士 大木　一昭

 

 
指　定　社　員

業務執行社員
 公認会計士 鶴田　光夫

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状況」に

掲げられているＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第

19期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＪＰモル

ガン・アセット・マネジメント株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経

営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

 

  平成22年６月22日

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社  

 

 取　締　役　会　　御　中  

 

 あ　ら　た　監　査　法　人

 

 
指　定　社　員

業務執行社員
 公認会計士 鶴田　光夫

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」に掲

げられているＪＦ・Ｅ－フロンティア・オープンの平成21年10月29日から平成22年４月28日までの中間計算期間の中

間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金計算書並びに中間注記表について中間監査を行った。この

中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のため

の合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ＪＦ・Ｅ－フロンティア・オープンの平成22年４月28日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する中間

計算期間（平成21年10月29日から平成22年４月28日まで）の損益の状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。

 

　ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計

士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（※）１．上記は、当社が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途

保管しております。

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

 

　　次へ
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

 

  平成22年６月23日

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社  

 

 取　締　役　会　　御　中  

 

 あ　ら　た　監　査　法　人

 

 
指　定　社　員

業務執行社員
 公認会計士 大木　一昭

 

 
指　定　社　員

業務執行社員
 公認会計士 鶴田　光夫

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状況」に

掲げられているＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第

20期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＪＰモル

ガン・アセット・マネジメント株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経

営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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